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大規模災害においても通信を確保する耐災害ネットワーク管理制御技術の研究開発 

東日本大震災を受けて、光ケーブルの断線、通信設備の電源喪失、輻輳などにより重要情報の発信・収集

が困難となった。また、これにより、インフラの運用管理自体が影響を受け、被害状況の把握自体が困難に

なり、障害に対する応急・復旧活動に大きな支障が生じた。 

そのため、限られたネットワーク資源を使った重要なトラヒック伝送の維持や早期復旧を可能とする技術、

被災地に臨時設置される IP ネットワークの輻輳を回避しながらつながる通信を継続する技術を確立する。 

 

【Abstract】 
The Great East Japan Earthquake caused breaks in optical cables, power loss in communications 

facilities, and congestion; the transmission and collection of important information became difficult. 

The infrastructure operation management was thus affected. Difficulty in comprehending the extent 

of the damage significantly interfered with emergency and recovery activities with regard to these 

problems.  

Technologies should be established to maintain or promptly recover the transmission of important 

traffic by using limited network resources and for continuous communications that avoid congestion 

of IP networks temporarily installed in the affected areas.  
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２ 研究開発課題の目的および意義 

本研究は、東日本大震災の発生を踏まえ、災害時の情報伝達の基盤となる情報通信ネットワークの耐災害

性強化を目指して、必要となる技術の研究開発・実証実験等を行う。 

具体的には、災害時の携帯電話等の通信の輻輳を軽減する技術（つながるネットワーク）及び通信・放送

インフラが地震・余震・津波等で損壊した場合でも直ちに自律的にネットワークを構成し通信を確保する技

術（壊れないネットワーク）に関する研究開発を行うことで、災害時の情報伝達の基盤となる情報通信ネッ

トワークの耐災害性の強化を実現する。 

同時に、上記研究開発は、独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）が東北大学等において整備する予

定のテストベッドの施設を含めた研究開発拠点（耐災害情報通信ネットワーク研究センター（仮称））と連携

して、災害の実情について十分な経験を有している東日本大震災の被災地域の大学等の知見や強みを最大限

活用しつつ実施されることにより、産学官が連携した新たな研究開発イノベーションの国際的拠点の形成を

実現し、当該拠点から研究開発成果等を国内外に積極的に情報発信する。 

 

 

３ 研究開発成果 

光ケーブルの切断や劣化、局舎停電など伝送ネットワークの不通時においても限りあるリソースを最大限

活用し早期につながるネットワークを実現するため、１）障害箇所の早期発見を実現する災害対応型リモー

ト光ファイバ監視システムの開発、２）局舎が停電しても省電力運転により長期運転可能な光中継装置の開

発、３）災害時を想定した異ベンダ装置接続制御技術の開発（NICT との共同開発）、４）伝送路の品質の劣

化に対しても適応的に容量を可変しつながる光ネットワークを実現する制御技術を開発した。 

また、震災下における通信事業者の運用監視の維持と復旧プロセスの迅速化の実現に向けて、１）事業者

間で保持する障害情報や災害情報などを共有できる災害時事業者間インターフェースの TeleManagement 

Forum における国際標準化と、２）自網から発生する断片的な警報情報やその他の災害情報を元に通信設備

被害状況を推定する障害推定技術の開発、３）通信サービス救済効果を最大化するレストレーションプラン

に関するアルゴリズムを開発した。 

更に、ネットワークの中断や切断が断続的に発生する不安定なネットワークにおいてもデータ転送を可能

とし、緊急性が高い情報を確実に利用者へ届ける緊急時コミュニケーション基盤を確立すべく、１）災害時

における通信確保技術、２）自己参照型の負荷分散制御技術、および、緊急時トラヒック認証技術を開発し

た。 

 

３．１ 震災時を想定した有限ネットワーク資源適応的活用技術 

 容量可変光中継伝送・制御技術等については、伝送距離 400km 以上(光中継局 4 台(5 スパン)以上)



 

の光伝送路において、光中継局 2 台の系統電源喪失に対しても、一時的に中継トラヒックの優先度を

参照しながらチャネル数や多値数、偏波等を適切かつ高速に減少させることにより、光品質を維持し

ながら通常より光中継局を省電力駆動させることが可能な容量可変光中継伝送方式等を立案し、その

原理検証を実施する。また、トラヒックが集中する非被災地の迂回光伝送路において、誤り訂正前の

光品質閾値（BER:2x10-3 を想定、誤り訂正後はエラーフリー）以上を満足しながら、一時的に多値

数等を適切かつ高速に増加させ伝送容量を 2 倍以上に増強することにより、優先度の高いトラヒック

を確実に迂回中継可能な容量可変光ネットワーク制御方式を立案し、その原理検証を実施する。 

課題ア）-1 容量可変光中継伝送方式に関する研究 

大規模災害時における通信トラヒック量の急激な変化や伝送路品質の急激な劣化に迅速に対応するた

めに、ネットワークの障害や回線品質に応じて伝送容量を機動的に切り替え可能な多値度可変光伝送技

術を新たに実現した。今回開発した多値度可変デジタルコヒーレント送受信装置、および東北大学で開

発してきた狭線幅・高安定コヒーレント光源ならびに高精度光 PLL (Phase-Locked Loop)回路を組み合

わせることにより、信号光の変調の多値度を 4, 16, 64 値の間で瞬時に切り替えることに世界で初めて

成功した。 

従来の光通信システムは固定の伝送速度ならびに変調方式での動作を前提として設計されており、無

線通信とは異なり変調の多値度の動的制御はこれまで実現が困難であった。光通信において変調の多値

度を広範囲にわたって切り替えるためには、多値度を増大させても高い S/N 比を維持するために、デー

タ信号の送受信部における高速化と振幅分解能の向上が不可欠である。また、高い多値度のデータ信号

を光の振幅と位相に乗せるためには、コヒーレント光源の強度と位相にこれまで以上に高い安定度が要

求される。さらに、多値度の切り替えを瞬時に行うためには、光信号の変復調には多値度に依存しない

方式が要求される。 

本課題では、これらの要件を全て満足する多値度可変光伝送装置を実現した。具体的には、複数の多

値度に対する QAM (Quadrature Amplitude Modulation)マッピング用プログラムをメモリに格納してお

き、制御信号に応じて所定多値度のプログラムをロードすることにより多値度を高速に切替可能な送受

信器を開発した。A/D, D/A変換回路はサンプリングレート10 GS/sの高速ADC, DACを用いている。10 GS/s

のサンプリングレートで現在入手可能な ADC, DAC の振幅分解能は最大で 8ビット（有効ビット数 4 bit）

であり、これらを用いてシンボルレート 5 Gsymbol/s, 最大多値度 64 の QAM 信号を生成・復調をオンラ

インで実現している。これはリアルタイムで動作可能な QAM 送受信器としては、これまでで最も高速且

つ多値度の高いものである。一方、受信器においては、信号光と局発光(LO)との位相同期を光 PLL で行

うことにより、受信部のディジタル信号処理において位相推定・光周波数オフセット補償が不要な構成

を実現した。その結果、多値度に応じて復調アルゴリズムを変更する必要が無く、多値度の高速切替を

可能にした点が大きな特徴である。 

このようにして実現した多値度可変光伝送装置を用いて、ネットワーク管理システムからの制御信号

に基づいて変調の多値度を 4, 16, 64 値の間で適応的に増減させることにより、伝送容量を最大 10～60 

Gbit/s の範囲で 1秒以内に切り替えることに成功した。本技術により、トラフィックが集中し伝送容量

が不足する場合においても、瞬時に伝送容量を増加させることにより、これまで確保できなかった通信

を維持することができる。また、光伝送路の被災や非常用電源使用中においても、伝送容量を一時的に

縮小することにより、これまで維持できなかった必要最小限の通信を確保することができる。 

 

ア）－２ 容量可変光ネットワーク制御方式に関する研究開発 



 

通信事業者の通信基盤である基幹光ネットワークの耐災害性を強化し、どのような光伝送路状況にお

いても“つながり“をより継続させるためには、震災時における光伝送路や通信設備の停電や損傷によ

る通信の障害、および被害状況の把握自体が困難になることで復旧作業が長期化してしまうという課題

があった。 

本研究開発では、上述の課題を解決するために、（1）光信号の速度と伝送特性（伝送可能距離）の両

方を考慮した容量可変光ネットワーク技術、（2）災害に起因する電源断時に、光中継器の利得自律調整

（容量制御）により省電力化を図り動作時間を延伸化する技術、（3）災害時に生き残った装置同士を接

続して「暫定光通信ネットワーク」を構築可能な異なるベンダ製の伝送装置を協調動作させる相互接続

技術、（4）各局舎に設置してある光ファイバ線路モニタにおいて、災害時の監視専用線ダウン時に携帯

電話網等の震災時においても使用可能な無線網を活用して光ファイバ線路状況をネットワークセンター

に通知可能な技術について研究開発を実施した。 

（1）従来方式の容量固定光ネットワークでは、光信号の速度や伝送可能距離が一定であったが、容量

可変光ネットワークでは、光信号の速度や伝送可能距離が状況に応じて変化するため、従来の制御方式

では適切な制御が不可能であるという課題があった。本研究開発において、光信号の速度と伝送特性（伝

送可能距離）の両方を考慮した光ネットワーク制御手法の研究開発を進め、トラヒック要求、符号誤り

率、光信号対雑音比、回線設定長（パス長）、空き周波数リソース、う回路経路の線路品質特性を考慮し

た光信号の経路計算手法を確立した。 

（2）従来の光中継装置は、電源供給断（停電）時に通信断が発生し、たとえ局舎設置のバッテリーを

活用したとしてもその持続時間は数時間程度という課題があった。本研究開発では、電源断時に、光中

継器の利得自律調整（容量制御）により省電力化を図り、動作時間を延伸化（総務省ガイドラインであ

る 72 時間以上）を実現し、通常時の運用だけでなく災害時（電源断）の両方の場面で使用可能とした。 

（3）現状の光伝送装置の制御機構やコマンド、管理機構などは置ベンダ独自の仕様になっているため、

製造ベンダが異なる装置の相互接続は実質的に不可能であることから、災害時に生き残った装置同士を

接続して「暫定光通信ネットワーク」を構築することで通信の早期復旧を実現することが不可能という

課題があった。本研究開発では、経路計算機能を有した統合ネットワーク管理機能、および異なるベン

ダ製装置を制御するためのプロトコル翻訳機能を開発し、それぞれ独自のコマンド体系で操作される異

なる製造ベンダの伝送装置を協調動作させて、災害時に生き残った装置同士を接続して「暫定光通信ネ

ットワーク」を実現に必須となる伝送装置の相互接続性を実現した。 

（4）震災時において、光ファイバ線路の監視網がダウンした場合、光ファイバ線路状況の把握が不可

能である。光ファイバ線路の復旧には障害点の特定が必要だが、状況把握が不可能であったため、復旧

が遅延してしまったという課題があった。本研究開発では、災害時の監視専用線ダウン時を想定した光

ファイバ線路モニタシステムのシステムアーキテクチャとして、余計な監視用トラヒックを削減するた

め、監視専用網の死活をモニタリングし、ダウン時に別網へ転送経路を切り替える方式を考案し、携帯

電話網等の震災時においても使用可能な無線網を活用して、光ファイバ線路状況をネットワークセンタ

ーに迅速に通知する手法を開発した。これにより、障害点を迅速に特定すると共に、早期光ファイバ線

路復旧に貢献することができる。 

上述の研究開発は、通信事業者の通信基盤である基幹光ネットワークの耐災害性を強化し、どのよう

な光伝送路状況においても“つながり“をより継続させることに資する。 

ア） －３ 災害適応型の高効率な通信設備運用技術の研究開発 

震災時、中継局や基地局の通信装置の電源確保のため、工事用の発電機を仮設したが、燃料の調達と



 

補給が課題であった。本研究では、商用電力停電時、中継局や基地局内の太陽電池、バッテリおよび発

電機からの電源供給の制御を行うことにより、同量の燃料による稼働時間を 2 倍以上に延ばす技術を確

立した。従来方式では商用電力停電後、発電機が発動して電力を供給し、燃料が枯渇するまで連続して

運転される。燃料枯渇後はバッテリによる給電が行われ、バッテリの放電が終わると、商用電力が復電

するまで、中継局や基地局の機能は失われる。 

 本研究では、太陽電池、バッテリおよび発電機による電力供給を発電機の燃料消費を抑えるよう制御

する機器を開発し、通信装置の稼働時間を延伸する。商用電力停電後、昼間は太陽電池、朝、夕はバッ

テリ、夜は発電機というように、電力供給源を細かく制御するとともに、太陽電池、バッテリで十分な

電力が供給可能な際は発電機を止める、夜間、発電機を稼働する際は通信装置とともにバッテリの充電

も同時に行うことで、燃費の良い状態で発電機を稼働させる、等の制御を行い、発電機の燃料を効率よ

く使用するようにした。 

従来方式と本研究方式を比較するため、実験構成を 2系統構築した。実験構成の太陽電池は、1枚当た

り 230 ワットで 3枚、6枚、9枚、12 枚の範囲で接続も変えた（2系統合計では、24 枚となる）。発電機

には、30 リットルの燃料を入れて停電から燃料が枯渇しサービスが停止するまでの時間を計測する実験

を行った。 

 この結果、従来方式（発電機未制御＋太陽電池なし）による稼働時間は約 39 時間であったが、本研

究の技術を用いることで、最大約 133 時間の稼働（発電機制御＋太陽電池 12 枚）が可能となった。太陽

電池の枚数を変えると 3枚の場合は、約 78 時間。6枚では、約 88 時間。9枚では、117 時間。12 枚では、

約 133 時間であり、いずれにせよ目標の 2 倍以上の稼働時間が得られた。また、太陽電池のない場合で

も、本研究の制御により約 65 時間の稼働時間が得られた。 

加えて、発電機の燃料枯渇後も、晴天であれば太陽電池の発電は続くことからその電力を蓄電池に蓄

え、過放電防止回路を再接続（ON）として、一度停止した通信設備を再稼働させる再稼働制御の検証も

行った。再稼働により、最大 14 時間程度のサービスが提供可能である結果も得られた。 

 

３．２ 震災時を想定した障害推定とレストレーションプラン解析・算定技術の研究開発 

ネットワークの信頼性確保に必要となるネットワークの適切な冗長化の設定や安定運用を維持す

ることを目的とし、通信サービス毎に割当てが変更されたコンピュータリソースとネットワークリソ

ースの個別具体的な状態（プロセッサの総合的な処理能力、メモリ、ディスクなどの情報蓄積能力、

ネットワークインタフェースなどの情報伝送能力など）を通信サービス制御と連動しながら適切に管

理する構成管理技術と、過負荷などの異常事態を通知或いは適正に管理・運用する技術を確立する。

また、柔軟に割当可能な通信処理リソース制御技術や柔軟にトラフィック処理が可能なネットワーク

制御技術が導入された設備においてもネットワークの全体像を把握するための新たな情報収集、運用

が容易となる情報表示技術を確立する。 

災害時障害推定技術については、断片的な警報情報を元に、設備被害状況を推定するアルゴリズムを

確立すると共に、多量の情報をリアルタイムに分析するシステム基盤を開発し、東南海地震を想定した

デモ環境において、基本的な推定動作が行われることを確認した。なお、推定精度の向上は今後の課題

である。 

災害時復旧支援技術については、通信サービス救済効果を最大化するインフラ復旧工程策定アルゴリ

ズムを確立すると共に、復旧手順支援システム開発が完了し、東南海地震を想定したデモ環境において、

基本的な復旧プロセス導出動作が行われることを確認した。 



 

障害対応業務フローを自動生成し、分析する技術について、KDDI の運用管理システムあるいはネッ

トワーク建設に関するシステムにおいて適合性を見極めるべく、実装ユーザと連携して、障害業務フロ

ーへの整合性検証を着手した。また、運用業務展開に向け、ユーザと共同での検証にも着手した。 

 

３．３ 輻輳を回避し通信を確保する切断耐性ネットワークの研究開発 

災害により途中の通信経路が欠損・断続的切断が生じるような劣悪な環境であっても臨時のネット

ワークを構成し、接続性のある区間の情報を最大限活用して輻輳を回避しながら、利用者間の通信を

確実に行う切断耐性ネットワークの大規模制御方式を開発し、切断耐性ネットワークを用いた１対１

の通信、１対Ｎの同報配信を提供し、最大 10 万程度の利用者が接続された最大 1000 ノードの収容を

可能とするネットワーク制御技術を開発する。 

また、アクセスポイント間の接続情報を相互連携させることにより、アクセスポイントの急な故障

や追加、ユーザの急な増減などの環境変動に自律的に対応し、ネットワーク全体の負荷分散の最適化

を図る技術、緊急時において利用者群を柔軟かつ統合的に認証するフローベースによる優先度制御技

術を開発する。 

上記技術を実装した通信装置を試作し、スマートフォン等通信端末を利用した実証を行い、接続性

の確認や評価を実施する。 

DTN アクセスポイントを開発し、一旦転送データを蓄積する形で切断耐性ネットワークのデータ転送

を行うことにより、エンドツーエンドの接続がなくても臨時のネットワークのエリアを広げる技術を開

発した。 

1000 台規模の DTN アクセスポイント間で切断耐性ネットワークを構成するために、DTN アクセス

ポイント間でどのようなトポロジが構成されているのかを認識し、そのトポロジに基づいた経路制御を

行うため、クラスタリングによる大規模経路技術を開発した。また、特に災害時には、自治体から避難

者に対して避難情報などの災害情報を配信する必要があるため、単なる１対１のデータ通信だけではな

く、1 対 N のデータの同報配信技術を確立した。これらの機能を実現することにより、リンクの切断が

多発しエンドツーエンドの経路が失われる劣悪な無線通信環境であっても、最大 10 万台の利用者端末

が接続された最大1000台規模のDTNアクセスポイントで構成される切断耐性ネットワーク技術をシミ

ュレーション上で実現した。 

災害時、発電所の停止などにより停電が広域で発生した場合に、災害時の通信確保を実現するための、

災害時においてもユーザにエネルギー供給を実現するバックアップ電源技術を研究した。 

激甚災害直後など、各端末の接続状況やシステム全体の配置が分からない状態に陥る事がある。その

ため、自己と近隣ノードのローカルな情報だけで動作しつつも、システム全体としてアクセスポイント

の配置を調和する自己参照型制御の研究を行い、被災状況に即した DTN アクセスポイントの好適な配

置を計算しより多くの通信を可能とすることが可能とする、自己参照型制御を応用することでノードの

分散配置に適用できる負荷分散制御技術を確立した。 

また、DTN アクセスポイントは災害時には被災場所に一時的に設置することが想定されるため、通常

の利用者認証のシステムを利用することができない。この場合に発生する、警察や消防といった重要利

用者の通信と一般利用者の通信を区別することができないという問題に対応するため、激甚災害などで

静的に参照している利用者認証サーバへのアクセスが出来なくなった場合でも、利用者を認定したり、

状況に応じて優先度やフィルタリングを動的に変更したりするような状況適応型の利用者認証技術を実

現した。 



 

 

３．４ 研究開発成果の社会展開のための活動実績 

（課題ア） 

災害時に素早く簡単に暫定光ネットワークを構築するために、異なるベンダの光ネットワーク装置を協調

動作させて暫定光ネットワークを構築するネットワーク統合制御管理システムを、NICT と共同で開発した。 

・光伝送路の迅速な障害回復を目的として、災害対応型リモート線路監視システムを開発した。本システ

ムでは、ネットワークを管理するための専用ネットワークが障害により不通に陥ったとしても、ワイヤレス

ネットワーク等の別のネットワークを経由して障害状況を通知可能とした。これにより、障害点を迅速に特

定すると共に、早期回線復旧へ貢献することができる。また、本件をアピールするために、ハイウェイテク

ノフェア 2012 に出展した。 

・（課題ア‐3）従来は、震災時の電源確保のため、工事用の発電機を仮設したが、燃料の調達と補給が課

題であった。本研究では、従来の停電に対し稼働時間が 2 倍以上となり、災害発生時の停電であっても長時

間稼動を実現する技術を確立した。従来技術（発電機未制御＋太陽電池なし）では、約 39 時間の稼働時間で

あったが、本研究の技術では、最大約１３３時間の稼働（発電機制御＋太陽電池１２枚）となった。加えて、

発電機の燃料枯渇後も、天候が晴れていれば太陽電池の発電は続くのでその電力を蓄電池に蓄え、過放電防

止回路を再接続して、通信設備を再稼働させる再稼働制御制御技術を検証した。再稼働時間は、最大 14 時間

程度のサービスが提供可能である結果も得られた。 

・本研究の成果を一般の方にもわかりやすく紹介するためのビデオを制作した。ビデオは、アニメーショ

ンを使い、電流の流れや各装置の動作を具現化した。展示会などでの紹介を目的としている。ビデオでは、

拝啓目的目標成果を短く紹介し、仕組みの動作や方法などを紹介している。（2013 年 3 月 25 日から 26 日の

耐災害 ICT 研究シンポジウム及びデモンストレーション会場に併設された展示コーナーにて、本ビデオを展

示した。） 

（課題イ） 

事業者の運用管理システムのインタフェースを標準化する TMForum において、災害時の事業者間連携イン

タフェースの提案を行った。他の通信事業者における、事業者間連携インタフェース(eBonding, EtherOAM)

の流用方法に関する技術的課題などを調査し、同既存インタフェース活用（流用）の可能性の検討に着手し

た。また、TMForum Management World 会議において、災害時の事業者間 I/F デモ実施を提案し、議論の結果、

共有インタフェースを使った事業者間デモ実施に向けて１３年１月会合で審議した。当社が提案した震災時

のキャリア間情報共有インタフェースに関して議論を進めた結果、まず Requirement Document を作成するこ

とで合意され、初稿ドラフトの作成に着手した。 

平成 25 年 3 月 25 日～26 日に仙台で開催された「第２回 耐災害 ICT 研究シンポジウム及びデモンスト

レーション」において、「障害推定システム」「復旧プロセス支援システム」について展示を行った。 

（課題ウ） 

・研究発表会 

名称：耐災害 ICT 研究シンポジウム及びデモンストレーション 災害に強い情報通信技術発表  

   －つながる！こわれない！－ 

開催日時：平成 25 年 3 月 25 日～26 日 

シンポジウム会場：ウェスティンホテル仙台 

デモンストレーション：ウェスティンホテル仙台、東北大学青葉山キャンパス、片平キャンパス 

・その他デモンストレーションについて 



 

総務省情報通信国際戦略局 技術政策課様に DTN による通信についてデモンストレーションを行った。 

 

 

４ 研究開発成果の社会展開のための計画 

（課題ア‐1）本技術は光ネットワークの耐災害性向上に有効な技術として通信キャリア・ベンダからも高

い関心が寄せられている。今後は伝送装置メーカーと協力しながら装置の改良を重ね、小型化・耐環境性能

の向上、集積回路への実装等、実用性の向上を図る。 

（課題ア‐2）本研究開発の成果である、光ファイバを監視している OTDR ベースの災害対応型リモート

線路監視システムを光基幹網の監視システムとして実用化を図る。 

（課題ア‐3）本研究成果を、まず、サービス中の通信基地局においてフィールド実証を検討している。続

いて太陽電池を搭載し、電気料の削減ともに停電時の効果を検証することを予定している。また、現在は災

害に備え蓄電池の容量を増強しているが、本研究成果である通信設備の稼働時間を延長させる高効率電源制

御技術についても、基地局や通信局舎における災害対策として実用化を進める。加えて、同様の電源システ

ムを導入している警察、消防、ガス、電気等の無線中継局とテレビ放送中継局などへの展開も考えられる。 

（課題イ）災害時における事業者間インタフェースの国内展開に向けて、システムベンダにおける実装を

促進するため、TMForum における国際標準化を達成する必要がある。また、要素技術である災害時障害推

定技術と災害時復旧支援技術について、それぞれを有機的に連携させることで、災害時運用においてより活

用できるよう完成度を高めていく必要がある。 

（課題ウ） 

東日本大震災を契機とした災害救援、ネットワーク回復の標準化検討や ITU-T および他団体における関連

の既存標準文書、既存活動の特定、ITU-T における今後の活動の特定等を議論する場であり、災害時に信頼

性の向上、障害復旧を行うネットワーク等が議論されている ITU-T の Focus Group on Disaster Relief 

Systems、 Network Resilience and Recovery（以下、FG-DR&NRR）の場を積極的に活用する。FG-DR&NRR

は、2013 年 2 月に Applying Delay Tolerant Networking (DTN) Technology for large-scale disasters とし

て発表を行った。 

今後も上記の活動について継続的に注視し、災害時に必要となるネットワークとして継続的に発表してい

く予定である。 

今回研究開発した技術により、無線 LAN で収容できるアクセスポイントを多くの被災者が集まる学校・

医療機関・役所などに設置し、これらの利用者端末がつながる臨時ネットワークを構築することが可能であ

る。本研究開発の成果を市町村などの公共サービス提供者に提案していく予定である。 

DTN アクセスポイントは可搬型であるため、通信事業者回線へつながりにくくなる大規模イベント時（花

火大会・お祭りなど）に臨時の無線 LAN アクセスポイントとしても使用できるよう、大規模イベントなど

への活用について、導入提案を進めている。 

また、災害時に被災地において使用可能なバックアップ電源として、トラックへの実装方法の検討を行い、

被災地への搬送が容易である可搬型バックアップ電源装置を実現することを目標に検討中である。燃料電池、

蓄電池及び制御装置は小型化の実現によりトラックへの搭載は可能である見込みだが、移動時の振動や傾斜

による故障やＬＰＧボンベの転倒などの事故への対策を検討することが必要である。また、太陽電池に関し

ては、バックアップ電源設置場所において容易に設置できる方法を検討することが必要である。また、燃料

電池システムのコストがまた高いので、より一層のコスト低減が必要であると考える。 
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１４ ホームページによる情報提供 

報道発表[1]に関するホームページによる情報提供 
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概要：東日本大震災の教訓を踏まえ、災害時に素早く簡単に“暫定光ネットワーク”を構築するため

に、製造ベンダが異なる光通信装置を統合的に制御管理するシステムを開発し、光パスの設計・制御

の実証実験を実施したことが掲載された。 
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概要：「トライブリッド基地局」は商用電力、太陽光、蓄電池の 3 つの電力を効率的に活用すること

で、災害時の停電対策や、再生エネルギー活用による省電力化に貢献できることが掲載された。 
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概要：災害時に通信インフラが途絶した場合に、通信インフラが途絶したエリア内の無線ＬＡＮ

アクセスポイントが自治体や住民からの情報を運搬することにより、同エリア内の情報配信を実

現する技術の開発したことについて掲載された。 
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